





本論文は、 日中戦争 開始か ら太平洋戦争期(1937年～1945年)の中国の 日本軍 占領地、
なかで も華北占領地 を対象 として、そ こで 日本が展開 した文教政策の実態 と、その政治外
交史的意味にっいて論 じた ものである』特に間接統治の担い手であった 日本人教員 の派遣
政策がいかに制度化 され、占領地において中国な らびにそれ以外の国(第 三国 と表記す る)
の教育機関 と、いかなる関係 にあったのか とい うこ とが検討 される。
なぜ文教政策が政治外交史 と関連するのか、 これ は本論文 の問題設定 の特質 をあ らわす
ので、簡単に説 明 しておきたい。 まず本論文の副題 にある 「事変」 とい う文言に注 目した
い。1937年7月に始まった日本 と中国の全面戦争は、当時 「支那事変」(当 初は 「北支事
変」)と 呼ばれ、のち194i年に米 ・英 との戦争が始ま り 「大東亜戦争」に含 められた。こ
こで 「事変」 と称 しているのは、宣戦布告を していないために国際法上 の 「戦争」ではな
い とい うことを意味す る。宣戦布告 を行 うと乱 日本が戦略物資等 を依存す るアメ リカが中
立法 を発動 し貿易 を制 限す る可能性があ り・、 日本も中国も宣戦布告 とい う形式を避 けてい
たのである。
そのため中国の 日本軍 占領地には、 日本 と同 じく中国と条約を締結 した欧米諸国(第 三
国)の 居留民が生活 し、企業や教育機 関などの活動が続いていた。そのなかで.軍 事力で
制圧 した占領地であ りなが ら、 日本は軍政の全面的 な施行はできなかうた。 なぜ な らそれ
自体が、開戦 の意思表示であるとみな されるおそれがあったか らである。 こうして 日本 の
占領地行政は、諸外国の活動 と競合す る揚面が生まれてい く。そ こに本論文の議論 の前提
が存在す る。
以上の事情 をふまえて、本論文 は次の課題 を設定 してい る。第一 に、上で述べた華北占
領地の領域的縛 性の形成 ・展開を、'この時期の国際法 との関連や 、現地政権 と日本軍な ど
の関係にそ くして論 じることである。特 にここでは、華北 占領地の特性 にそ くした 「顧 問
制度」 と 「内面指導」 とい う統治のあ り方が重要である。総 じて、これ は本論文の議論の
前提である華北 占領地の特質を明 らかにす る作業である。
次 に第二の課題 として、 占領地の統治 をめ ぐる 日本陸軍 と、内閣に置 かれ 占領地行政を
担 うことになった興亜院などとの関係を論 じることである。 中国 占領地 に対す る統治 にお
いて、 日本側 の諸アクター(軍 、外務省 、興亜院)は 、それ ぞれの権限の拡大ない し防衛
を企 図したため、少 なか らぬ軋礫 が生まれていた。 また、 日本の対中外交の方針 も、 日中
戦争 から太平洋戦争 の時期 にかけて大 きな変化がみ られてい く。それが華北 占領地行政の
あ り方にいかなる影響を もた らすか とい う点を検討す る。
そ して第三に、以上 を尋 まえて 占領地における、 日本 と第三国 との関係 を・主 に文教政
策 を中心 としなが ら検討す る。 これは本論文の最 も重要な視角で あり、 さらに次の よ うな
課題設定が行われ る。
すなわち占領地の教育機 関に入 り込んだ 日本人教員の具体的な役割 を検討 し、それ を 日
本軍が制度化 した 「顧問制度」のなかに位置づ ける。そ して、第一、第二の課題で論 じた
内容をふまえつつ、第三国系教育機 関 との間 に発生す る軋礫 と、その政治外交史的な意味
を考える。文教政策は、 日本が 占領地 を統治す る際に重要 な意味 を有 していた。 なぜ な ら
ば、華北 占領地には 日本の偲偏 ともい うべき現地政権が成立 しているが、蒋介石政府 との
戦争は続いてお り、また共産党の根拠地の拡大に対する軍事的対抗 も必要であったか らで
ある。また占領地 においても、 日本の統治への抵抗運動な ど抗 日の動 きが存在す るため、
「宣撫」 とい う観点か らの文教政策摩)意味は大きか ったのである。
それ と関連 して、行論 のとお り、1「事変」 とい う条件のなかで占領地 において活動 を続
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けていた第三国の高等教育機 関にいかに対応するか とい うことがζ 日本 の占領地行政 にと
って極 めて重要な領域 を形成 した。小野の分析が この点を中心 としてな されてい るゆえん
である。 これは 「事変」 とい う条件に規定 された 占領地統治の性格、第三国 との外交的駆
け引き と、知的ヘ ゲモニーをめぐる対抗関係 を浮 き彫 りす る題材 だ といえよ う。
本論文の構成は以下のとおりである。






第1章 「宣戦なき 『事変』下の華北 占領 地 一教育行政 の展 開を手がか りに」
第1章 では、宣戦布告なき 「事変」下で、国際法上いかなる事態が生まれたか、そ して
その条件 のもとで現地軍(北 支那方面軍)が 政務 を主導す る体制がいかに成立 したかが論
じら'れる。
第1節 は 「事変」下の 占領地行政の内容について解説す る。華北における 日本陸軍を統
括す る北支那方面軍は、戦時高等司令部令に基づいて占領地行政 を担 当した。そして現地
の政権(蒋 介石国民政府以外 の、現地の中国人が設立 した政権。 日本の{鬼偲政権 とい う性
格 が強い)、 日本 の外務省、興亜院(1938年に新設 された 日本の官庁)な どに優越 して占
領地の行政を指導 した。その際、 「戦争」ではないため直接的な軍政ではな く、1938年4
月 の 「政府顧問約定/同 附属約定」に基づき、現地政権 の重要な箇所 に日本人顧問等 を派
遣 し、水面下での指導をす るとい う形態を とった。 これ を 「内面指導」 とい う。 この方式
は満洲国 と類似 した制度 のようにみ えるが、 しか し日本人官吏の大量就任は回避 され るな
どの違いがあった。
続 いて第2節 で、このよ うな体制の中での教育行政の実施過程 にお ける 目本人顧 問と軍
との関係 が論 じられ る。臨時政府の教育には、 日本人が専員、技術官、教授 、教官教導官
な どの肩書きで入 り込 んだ。そ して教科書編 さんな ども含めた教育行政 に対 しては、軍の
指示→ 日本人顧 問の立案→軍特務部 との調整→軍特務部 と中国側 との 脇 議 」→ 中国側 に
よる発令 とい う形で政策決定がなされた。また各種教育機 関にも、 日本人が派遣 されてい
た。
蒋介石 政権の影響下にある高等教育機 関が華北を離れ るなかで、臨時政府 は新たに人材
養成 のための高等教育機関を整備 するが、そのなかには 日本語の専門学校である外国語専
科学校、それに国立北京師範学院、国立北京女子師範学院な どがあった。大学の設立につ
いて中国側 の希望があったが、民族運動 ・抗 日運動への警戒感か ら日本側 は躊躇 していた。
しか し実務上の要請 もあ り農学、工学、医学などの分野の大学が創設 された。文学院が作
られるのは1939年9Aになってか らである。そ して法学 ・経済学 の分野 は青年の政治意識
への影響が大きいため警戒 され たが、 もしこれ 塗扱 う教育機関を創設 しない場合 は、外国
系 の私立学校に学生をとられて しま うとい うジ レンマを抱 えていた。
そ して第3節 では興亜院 の成立 と現地教育行政について論 じられ る。1938年12月、近
衛内閣の もとで興亜院が設置 され、政治 ・経済 ・文化 に関す る事務、政策立案、中国にお
ける国策会社の業務監督、各省庁の中国占領地事務の統一を任務 とした。 これは内閣が陸
軍 を抑 え、 日中戦争 の早期解決 をはか る意図もあった。興亜院には文化部が置かれ、 これ
が衛生、医療、思想、教育、宗教などの分野を担当 した、興亜院 の現地機構 として華北連
絡部が置かれたが、実際には北支軍参謀 が中枢 を占め、文教政策 にあた る者 としては文部
官僚 が入 り込んで しま う。 このよ うに、興亜院 とい うルー トが作 られた ものの、実際の政
策立案 と実行には北支軍 との調整が必要 であった。 こうした政策主体の多元化は、現地の
「指導」系統をよ り複雑化 させ ていく。そ して以上のよ うにできあがった 「内面指導」体
制のも とで、中国側 の行政や教育機関に指導 が行われ るが、中国側 の指導者 がこれ に完全
に服従 したわけではなく、調整や合意の調達 には多大 の労力が必要 とされた。
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第2章 「日本人教員派遣政策 の展開と顧問制度」
第2章 では、占領の開始か ら1943年までの 日本人教員の派遣政策 と、中国側の行政を 「内
面指導」する 「顧 問制度」の展開との関係 を検討する。1943年まで とす るのは、この時期
に 日本の対 中外交の変容 によって、 「顧 問制度」が廃止 され とい う政策上の画期がみ られ
るか らである。
まず第1節 で(現 地政権における 「顧問制度」のあ り方 とそのも とでの 「内面指導」の
実態 が述べ られ る。華北の現地政権 に対 して、 日本 は行政 ・法制 ・軍事 の各領域 に顧 問、
補佐官を派遣 し、治安 ・警察 ・財務 ・交通 ・文教等の領域に 「技術家」 「専門家」の肩書
きをもつ、顧問に近い役割を担った 日本人を送 り込んだ。 そのなかで も中国側の教育機 関
に派遣 された 日本人教員が検討の中心をなす。
第2節 では、興亜院の設置 によって生 じた現地軍 との紛糾、そ して臨時政府への教員
派遣構想が論 じられ る。現地軍は、現地の教育機 関を 「内面指導」す るため、各省 ・特別
市の教育部署の他、教科書編 さん機関、各種教育機関(小 学校 か ら大学まで)に 日本人教
員 の派遣 を行 う。興亜院が設立 され ると、軍主導の 「顧問制度」 に対置 して、興 亜院連絡
部が主導権 をもった 日本人顧問の派遣が検討 され、軍 との対立が発生す る。 だが結局、軍
の主導権は維持 され、顧問制度 と 「内面指導」体制のなかで運用 されていった。
第3節 では、以上の体制 のもとのでの 日本人教員派遣 のプ ロセスが検討 され る。興亜
院 には経済 ・政治 ・文化 の三部が存在 したが、そ のうち文化部が教員派遣業務をっか さど
った。文化部は、 日本語普及のた めに教員派遣業務 を進めるが、現地採 用の 日本人教員 の
資質に問題があるとい う認識 が生まれていた。そのため1940年9月、興亜院文化部 は 「支
那派遣教員錬成」を開始 した。派遣 され る教員 には、語学教師 としてのみな らず、治安維
持 と 「内面指導」の担い手 として活動することが求められた。
続 いて天津、河北省 、山 西省な どに派遣 された教員の実態分析 がな され る。 日本人教員
は、 「事変」 とい う日中戦争の性格か ら、彼 らが行政末端の担い手 として派遣先 の 「内面
指導」にあた り、効率的な占領地経営 と治安対策の両方 に貢献することが求 められた。ま
た彼 らに対 しては、現地社会 を指導する とい う自覚 と、それにみあ う 「人格」が要請 され 、
そのため 「錬成」 とい う形で指導者 としての心構 えがたたき込まれ る形 となった。
以上の分析 をふまえて、華北 占領地の 「顧問制度」の性格 につ いて小括が行われ る。す
なわち、この制度 は従来 の研究では満洲国の支配体制のアナロジーで論 じられていた。だ
が現地の支配 当局(現 地軍、興亜院)は 、 ここで検討 した 日本人教員 な ど中国人社会 と接
する部分 に配置 されたエージェン トを通 じて、独 自の間接支配の仕組み を作 ろうとしたの
である。
第3章 「教育をめ ぐる相克 一支配 当局 と第三国系高等教育機 関 との関係 を軸 と し
て」
第3章 では、 日中戦争の勃発か ら対米英宣戦布告(同 時に蒋介石政府への宣戦布告)ま
での時期 を対象 とし、占領地 における第三国系の教育機関 と支配 当局(現 地軍、興亜院、
現地政権)と の相克 を扱 う。 ここでは、これ らの第三国系教育機 関と、支配当局の競合 ・
対抗関係は、 日中戦争が 「事変」であったがゆえに、独 自の展開をみせた ことが強調 され
る。
第1飾 では、近代中国にお ける欧米諸国による学校の設立、それをめぐる中国側 との対
立、そ して 日中戦争開始前後の実態について解説す る。華北には国民政府支配の時代、ア
メリカ、フランス、 ドイツな どの私立の高等教育機 関が存在 しした。 これ らの多 くは ミッ
ションスクール であった。 また現地 には中国政府 などが設置 した高等教育機 関が存在 し、
現地での教育 を担 っていた。
だが 日中戦争が始まると、それ らの教育機関の多 くは蒋介石率いる国民政府の支配地域
に移転 して教育活動を続ける。そこで 日本軍の 占領地では、臨時政府の手によって高等 教
育機関等が開設 され る。 さらに 占領地 に以前か ら存在 していた第三国系の学校は、引 き続
き教育活動を担 ってお り、占領地 の中国人青少年の教育の場 として大い に機能 した。 日本
の外務省 は、学校 を含む第三国の ミシション系施設は、 日本軍 による侵犯 が許 されず、交
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戦に伴 う損害を回避すべき領域 として認識 してお り、現地軍もその観 点か らの調整 を行わ
ざるをえなかった。 こ うして 日本軍が支配す る占領地で、文教政策をめぐるヘゲモニー争
いが生まれ るのである。
第2飾 では、以上を前提 に、 日本軍の占領下にお ける第三国系教育機 関 との、支配、抵
抗の実態が具体的に論 じられる。支配 当局は、 占領地に対する宣撫活動によって住民を 日
本の支配 につなぎ止 めなければな らなかった。その際にこれ ら第三国系学校 は、それを阻
害す る可能性が高い存在 であった。 さらにはこれ らの機 関は、抗 日運動の拠点 として警戒
すべ き対象であった。 よって現地軍は、第三国系教育機 関が占領秩序 に服従す るこ とを求
めた。そのこ とは例 えば、燕京大学(プ ロテ スタン ト、米系)に 日本人教授 を送 り込 もう
とした事例にもあ らわれ ていた。軍は、これ らの第三国系高等教育機 関を何 とか支配下に
置 こうと試みる。 だが 「事変」 とい う条件のなか、 これ らの学校への対応 は相手 国 との外
交関係 に規定されてい く。例えば、フランス系の中法大学は、臨時政府への非協力 を理 由
に閉鎖に追い込まれて しま う。 しが し、他方で燕京大学 などア メリカ系学校 に対 しては、
北支軍や現地政権 に十分 に服従 しない揚合 も機関の閉鎖 などを命令す ることはできなかっ
た。ゆえに、教 育機関へ の 日本人教員 の送 り込みな どを通 じて、 日本 の占領行政 を円滑に
進 めよ う、としたのである。 これ らの大学は、 日本側 の抑圧 的姿勢 のもとでも、学校の 「自
由」を際立たせ ていた。
だが第3節 でみ るよ うに、1939年ごろか ら中国 をめ ぐる 日本 の対英関係 、さらには対米
関係 が悪化 していき、 日本国内で も排外的色彩が増 していった。 また華北占領地では中国
共産党の根拠地が広がっていた。 日本軍は、共産党への 「治安粛正戦」 を展開す る と同時
に、その思想的な影響力への対抗を行 お うとす る。そのため文教政策 は、 「思想」戦のな
かに位置づけ られ てい く。さらに1941年段階(日 米開戦以前)で は、英米的要素への対抗
とい う課題がます ます大 きくな り、第三国系教育機関へ の統制が強め られていった。各学
校 に人員 を派遣 し、教育 内容、学生の思想傾 向、教科書使用 の状況な どについて視察調査
を行い 「指導」 したのである。ただ し、その際に もそれぞれの国 との外交関係 を意識 した
慎重な対応 が行 われた。
対米英開戦後 、これ らの学校は、「敵国系学校」として接収 されて軍の管理下に置かれた。
小 ・中学校は、中国側 の学校に改編統合す るこ とが求め られ、できない ものは閉鎖 された。
高等教育機 関は、いくつ かの例外を除き原則 閉鎖 されて しま う。 閉鎖 された学校 に対 して
も日本側は、職員 ・学生 の思想 ・行動 の調査 を行 うなど厳 しい監視の 目を光 らせた。
第4章 「北支那方面軍 による 『渉外 関係』業務 の展開」
本章は、`文教政策以外 の領域 も含めた現地軍 と第三国 との連絡 ・交渉のあ り方が検討 さ
れ る。 これは、文教政策 をめぐるせめぎあいの位置づけを明確 にす る作業である。
まず第1節 で、中国における第三国の権益 問題 をめぐる分析がなされ る。 「事変」が進
行する と、'日本 の軍事行動の よって第三国の在華資産を傷つける事例が頻繁 に発生す る。
日本は当初、軍事行動が 自衛=措置に基づ くものであるとい う理 由か ら、外国資産 の賠償 に
応 じない姿勢 を示 したが、実際 には国際問題化 を懸念 し、国ごとに差別的な対応 を してい
った。在華財産の損害問題 において、その補償 を強 く求めたのは、意外なこ とに防共協定
を締結 していた ドイツであった。 ドイツ との交渉のなかでは、現地での調査 に基づいて被
害に対す る一定の措置が行われた。
続いて第2節 では、現 地で 「渉外関係」 を処理 したアクター について確認 した。まず外
務省の出先機 関が現地に存在 したが、 占領地行政は北支軍が掌握 しているため、外務省 の
出先機 関が第三国 と軍 との調整 に当たったことが示 される。その際、現地軍は現地での局'
地解決をはかろ うとした。興亜院が設立 され たあと、もともとこれ に対外交渉 の権限がな
いため、北支那方面軍司令部に新設 された参謀部第四課 が 「渉外関係」業務 を主導 した。
第3節 では、 占領地の 「渉外 関係1が いかに展開 したかが具体的に分析 され る。参謀部
第四課 『月報』 を使用 し 「渉外 関係」業務が跡づ けられ る。その際、対イギ リス ・対 フラ
ンス、対 アメ リカ、対枢 軸国(ド イツ ・イ タリア)に 分けて論 じた。英 ・仏 に対 して現地
軍は、1939年か ら強硬な姿勢をとっていった。両国は中国において、権益上 の対 立がみ ら
れたか らであった。また同 じくアメリカ も、治安維持の妨 げになると認識 され てお り、か
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つ彼 らの在華資産 をめ ぐる トラブル も起 こるが、なるべ く紛議 を避 けるように していた。
さらに、 ドイ ツとあ関係は先にみた とお りの調整が行われ、相手国への強い配慮がな され
ていた。
1939年、日本軍 がイギ リス租界 を封鎖す る事件が発生す る中で、アメ リカは 日本へ の態
度 を硬化 させてい く。そのなかで、次第 に現地でのアメ リカに対す る慎重な態度 も崩れて
いった。 とはいえ、極端な排英 ・排米行為、あるいは現地部隊の暴走に結びっ くことは軍
中央か らも強 く警戒 され ていた、
本章で検討 した 「渉外 関係」は、まが りな りにも存在 した外務省ルー トによる外交 とは
区別 され る、北支軍の意向が強 く反映 した、作戦 ・治安維持優先 の対外交渉システ ムであ
ったと小野はま とめている。
第5章 「アジア太平洋戦争期の 日本人教員派遣 と華北 日本語教育界の変容」
第5章 では、対米英 そ して蒋介石政権に対する開戦(宣 戦布告)の もとでの、占領 地に
おける文教政策が論 じられる。さらに1943年重光葵外相 による対中国 「新政策」のも とで、
政府顧問約定な どが廃止 されてい く。 このよ うに 「顧問制度」 と 「内面指導」が解消 され
るなかでの、 日本 の統治が分析 され る。 とりわけ華北 日本語教育研 究所 とい う組 織の活動
が、 「新政策」のもとで どのよ うに変化す るのか、そして 日本人教員 の役割がいかに変わ
るのかが検討 の対象 となる。
第1節 は、重光外相 による中国に対す る 「新政策」の決定過程 と、それ により華北占領
地 の北支軍 においても、その趣 旨の徹底がはか られ る過程 が述べ られる。1942年に就任 し
た重光外相は、特に1943年になると 「民族 自決」を重視 し、 「平等」 ・ 「互恵」を軸 とし
た対中関係の再構築 を唱えた。ll月の大束亜会議 と大東亜宣言 にもその精神 が反映 されて
いた。同宣言 の発布 は、戦局の劣勢のなか 「大東亜共栄圏」諸地域か らの協力 を引き出す
ことが 目的であった。そ して中国に対 しては 「新政策」 とい う形 で、従来の統治方式への
修正が加 えられた。軍司令官は行政統監が禁 じられ 、政務担当の課 も廃止 された。また 「顧
問制度」が廃止 され、 これまでめ 「内面指導」は 「好意的支援」にかわった。 、
第2節 では、 「新政策」による顧問制度廃止のなかでの、 日本人教員 の位置が検討 され
た。1940年10月の時点で中国占領地の 日本人は36万人以上であった。そのなかで ユ800
人程度が教育関係者であるとされ、その うち半数以上が華北在住で あった。彼 らが中国 占
領地にお ける 「指導民族」の中心 とされたわけだが、 日本軍のみ ならず、 日本人居留民が
現地で引き起 こす摩擦 も問題 となっていた。特 に不当な商行為な どが問題化 していた。 そ ・
れに対 して、現地 では 「聖戦」を正 しく理解す る人材 を本国 に求 めた。 これ が人材 の再教
育を必要 とす る背景 となったのである。1941年4月には興亜錬成所が設立 され、官吏等で
占領地に派遣 され る者 の 「錬成」が 実施 され、占領 地の各教育機関の 日本人教員 もさらな
る 「錬成 」が行 われた。
だが1943年に先の顧 問制度 が廃止 され、顧 問に準 じる役割 を与え られていた彼 らの地位
は大きく揺 らいだ。 とはいえ、現地軍 を頂点 とした政務 関与の方策が否 定 されるなかでも
派遣は行われ、 日本の敗戦間際まで継続 したのである。
第3節 では、華北の 日本人教員 を補佐す る華北 日本語教育研究所が、 「新政策」のなか
で どのよ うに変化するか をたどった。 ここでは、 日本人教員 が中国人教員 を 「指導」す る
とい う関係が大き く揺 らいだ。
しか しなが ら次の事実 も指摘 され る。すなわち注兆銘政府 の対米英宣戦布告後、戦時体
制が構築 されてい くなかで、 日本人教員は 日本語普及 とい う役割 よりも、派遣先の学校 を
食糧増産、勤労動員 などに導いてい く役割を増大 させた。その意味では、 「新政策 」の実
施のなかでも、戦時体制に対応 して、彼 ら日本人教員の顧 問的役割 は、む しろ増大 してい
くとい う事態 も生まれたのである。
ま とめ
以上、第1～5章 の分析 を通 して明 らかになったことを簡単に振 り返 る。
まず 日中戦争(「 支那事変」)が 、国際法上の戦争ではなか ったことは、その占領地行
政に大きな影響 を与えた。 占領地行政は、中国の現地政権 に対す る 「顧 問制度」 とその も
`
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とでの 「内面指導」とい う形 をとった。これ は北支那方面軍が主導す る形 で展開 されるが、
のちに興亜院が設立 され ると、これ との主導権争いが生 じた。結局、軍 のイニシアテ ィブ
は揺 るがない形で 占領地行政が行われていった。臨時政府 に対す る文教政策は、 こ うした
なかで展 開された。 中国の教育機 関にも日本側 の 「内面指導」の担い手 として教員が派遣
され てい く。彼 らは 日本語 を教 えるだけではな く、 「顧問制度」のもとで支配の担い手 と
して活動す ることが期待 されたのである。
「事変」とい う条件の もとで構築 された 占領地行政のなかで、文教政策 は特別の意味 をも
った。それは華北 占領地 にお ける、日本 の統治 を安定 させ られるかど うかのカギであった。
特 に本論文では、第三国の高等教育機 関と日本側のせめぎあいが検討 された。軍はこれに
対 してもf内面指導」によ り支配下 に置 こ うとしたが、第三国 との外交 関係 を考慮 しつっ、
露骨 な弾圧は避 けるとい う形で展開せ ざるをえなかった。
だが、対米英開戦 によ り国際法上も 「戦争」 とされ るなかで、第三国の教育機関には露
骨な弾圧 を含 めた対応が行 われた。また、江兆銘攻府の連合国に対す る参戦に より、戦時
体制 の構築が開始 され る。 同時に、 日本の外交政策にも変化がみ られ、重光外相の もと中
国への 「新政策」が打 ち出 されるが、このなかで 日本の 占領地統治は大きく転換 した。 日
本人教員 も、顧問制度の廃止に より指導的地位 が揺 らいだが.同 時に戦時動員の担い手 と
して現地の人々に向き合わねばな らなかった。
審査結果
小野美里は、博士論文作成計画書提 出の上で退学 し、3年 以内で本論文を提出 した。 よ
って、いわゆる3年 条項 を適用 した形 での審査である。
本論文の意義 は以下のとお りである。
小野の研究は、日本 政治外交史研究で用いる旧日本陸軍、外務省等の公文書 を基本 とし、
占領にあたった北支那方面軍司令部の発行 した 『月報』、興亜院政務部、大東亜省の史料、
当時の 日本語教育 に関わ る雑誌(『 華 北 日本語』、 『日本教育』な ど)な どを収集 して分
析 してい る。また、中国側 の研究な らびに史料、英語文献等についても可能な限 り収集 し
検討 している。
その上で、 この研 究は 日中戦争の性格 に規定 された占領地行政 の実態 をふ まえて、文教
政策の展開を具体的に分析 した点、研 究史上の意義がある。従来、本論文に関わる中国占
領地にお ける 日本語教育 については、駒込武氏、石剛氏、長谷川恒雄氏、松永典子氏 らの
研 究があった。 また対中政治外交史の領域では、永井和氏、加藤陽子氏 らの研究が先行業
績 として存在する。小野 の研究は、前者 の 日本語教育を題材 とした文化史的視角か ら出発
しなが らも、後者 の政治外交史の論点を、具体的な占領行政のあ り方にそ くしなが ら論 じ
た。その意味で、 日本政治外交史研究に位置つ くが、中国に対す る占領政策.現 地政権の
性格、 さらには 「大東亜共栄圏」研究な ども含 めて幅広い研究領域に 目配 りしている。
公 開審査は、2015年9月11日(金)午後i時30分 か ら実施 され た。そこでは主 に、①
占領地行政 と文教政策の具体像、②派遣 された 日本語教員の実態 、③ 日米開戦前後におけ
る 日本陸軍 と第三国系高等教育機関のせめぎあい、④華北以外 の地域における実態な どに
っいて討論が行われた。 また審査員か らは、い くつかの要望も提示 された。
①に関 しては、華 北占領地 にお ける「内面指導」の実態 と位置づけにっいて、満洲国 との
相違な どをふまえなが ら.さ らに議論 を深 めるよ う要望が出 された。②については、派遣
教員のステータスな どについて質疑応答がなされ た。③に関 しては、特にア メリカ系機関
と陸軍の対抗関係については、本論文 の課題設定の意義を明確 にす る論点であ るとい う指
摘がな された。 また中国にお けるア メリカな どの文化の影響力 をさらに検討す るこ とも要
望 として出された。④ については、華 中、華南な どにも検討の対象 を広げることで、華北
占領地の位置づけが さらに明確 になるのではないか、 との意見が出 された。
なお、本論文で示 した小野の研究 の中心的部分は、歴史学の代表的研究誌で ある 『史学
雑誌』に掲載 され、他 の部分 も 『人文学報』によって学界に発信 され てい る。
以上 より審査員 は、小野美里 に博士(史 学)の 学位を授与す るこ とで一致 した。
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